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１　指導者の養成

　

　人権教育・啓発を効果的に推進するためには、住民の身近なところで、様々

な人権に関する課題について正しい理解と認識を深め、人権教育・啓発を推進

していく人権問題に関する指導者が大きな役割を果たします。このため、今後

とも、指導者研修の内容、方法について、体験的、実践的手法を取り入れる

など、創意工夫を図り、指導者の養成に努めるとともに、住民の身近なとこ

ろで活躍する指導者に対する継続的な情報提供等を行い、その活動を支援し

ます。

２　人権教育・啓発資料等の整備

　

　人権教育・啓発を推進するためには、何よりも、効果的な学習教材や啓発

資料等が必要であるため、今後とも、これまで取り組まれてきた実践的な人

権に関する学習活動の成果を踏まえながら、対象者の発達段階や知識、習熟

度に応じた学習教材・啓発資料等の開発に努め、保育所・幼稚園、学校、地

域社会、家庭、企業・職場など生涯のあらゆる場面で人権について学ぶこと

ができる条件の整備を推進します。

　また、学習教材・啓発資料等の開発に当たっては、日常生活の中で、当然

のこととして受け入れてきた日本特有の風習や世間体などの身近な問題を人

権尊重の視点から具体的に取り上げ、自分の課題として考えることを促した

り、人権上大きな社会問題となった事例をタイミング良く取り上げ、興味や

関心を呼び起こすなどの創意工夫に努めます。

３　効果的な手法による人権教育・啓発の実施

　

　人権教育・啓発は、生涯にわたる長期的な過程であり、幼児から高齢者まで

幅広い年齢の、そして様々な立場の人々を対象とするものであることから、そ
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の活動を効果的に推進していくためには、対象者の理解の程度に応じて、ね

ばり強くこれを実施することが必要です。

　人権教育については、早い時期から人権の大切さを学ぶことが重要である

ことから、生涯学習の視点に立って、幼児期からの発達段階や地域の実情等

に応じ、学校教育、社会教育が相互の連携を図りながら推進できるよう、学

校・地域社会・家庭で人権教育に携わっている教職員や社会教育関係者、保

護者向けの人権教育資料を有効に活用して取り組みます。

　また、人権啓発については、対象となる住民の世代や関心度あるいは理解

度に配慮し、身近な問題をテーマとして、新聞等のマスメディアやインター

ネットなどの新たなメディアを積極的に活用するとともに、憲法週間（５月

１～７日）、人権強調月間（８月）及び人権週間（12月４～10日）に集中的

かつ重点的な取組を行い、人権尊重に関する社会的気運の醸成に努めます。

更に、人権感覚や感性を体得するという観点から、対象者が主体的・能動的

に参加できる手法（例えば各種コンクールや ワークショップなど）も具体的

に検討し、住民が身近な問題として、差別や人権について自由に語り、学ぶ

ことのできる明るく、親しみの持てる内容となるよう工夫します。

４　京都府、近隣市町村、関係団体等との連携

　

　人権教育・啓発を総合的・効果的に推進するためには、京都府、山城地区

市町村連絡協議会、関係団体及び民間団体との連携が不可欠です。

　本町においては、各種団体で構成する精華町人権啓発推進委員会などを通

じて、行政機関と民間団体等が連携・協力し、様々な人権教育・啓発活動を

展開しています。

　さらに、ＮＰＯ等による住民の自発的な社会貢献活動は、これからの地域

社会を築いていく上で大きな役割を果たすものであることから、「 京都府社

会貢献活動の促進に関する条例」の趣旨を踏まえ、ＮＰＯ等が活動しやすい

環境の整備に努めるとともに、行政とＮＰＯ等が、それぞれの特性や役割に

応じて協働していけるよう連携を推進します。


